
◎国の補助金等の整理及び合理化等に伴う国土利用計画法及び都

市再生特別措置法の一部を改正する法律 
（平成一六年三月三一日法律第一○号）   

一、提案理由（平成一六年三月一七日・衆議院国土交通委員会） 

○石原国務大臣 ただいま議題となりました国の補助金等の整理及び合理化等に伴う国

土利用計画法及び都市再生特別措置法の一部を改正する法律案の提案理由につきまして

御説明申し上げます。 

 地方にできることは地方にとの原則のもと、国及び地方公共団体を通じた財政改革の

ための国の補助金等の整理及び合理化等を行い、地方の自由度や裁量を拡大するための

三位一体の改革を推進する必要があります。 

 また、稚内から石垣までを合い言葉に国を挙げて取り組んでいる全国都市再生を一層

推進するため、民間活力が十分でない都市を含む全国の都市において、地域の実情に応

じた都市の再生を効果的に進めていく必要があります。 

 これらの必要性を踏まえ、国土利用計画法に基づく交付金制度を廃止するとともに、

地域の実情を熟知した市町村のまちづくりに関する権限の拡充とあわせて市町村の自主

性、裁量性の高い財政支援制度を創設する等の全国都市再生のための基本的な枠組みを

構築しようとするものであります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第であります。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、三位一体の改革に基づく法施行事務費の一般財源化の一環として土地利用基

本計画の作成等に要する経費の財源に充てるための交付金制度を廃止するとともに、同

じく三位一体の改革の趣旨に沿って地方の自主性、裁量性を大幅に拡大した都市の再生

のための交付金制度を創設することとしております。 

 第二に、市町村へまちづくりに関する権限をできる限り一体化するため、都道府県が

決定することとされている都市計画を市町村が決定できることとするとともに、都道府

県が行うこととされている国道または都道府県道に関する事業についても、市町村が行

うことができることとしております。 

 第三に、行政とＮＰＯ法人等の民間まちづくり主体との協働により都市の再生を推進

するため、ＮＰＯ法人等が実施する事業等を都市再生整備計画に位置づけ、支援するこ

とができることとしております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由であります。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（平成一六年三月二三日） 

○赤羽一嘉君 ただいま議題となりました法律案につき、国土交通委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 



 本案は、地方にできることは地方にとの原則のもと、国及び地方公共団体を通じた財

政改革のための国の補助金等の整理合理化等を行うことによって、地方の自由度や裁量

を拡大するとともに、稚内から石垣までを合い言葉に国を挙げて取り組んでいる全国都

市再生を一層推進するため、地域の実情に応じた都市の再生を効果的に進めていくため

の所要の措置を講じようとするものであります。 

 その主な内容は、 

 第一に、国土利用計画法に基づく交付金制度を廃止すること、 

 第二に、地方の自主性、裁量性を大幅に拡大した都市再生のための交付金制度、いわ

ゆるまちづくり交付金を創設すること、 

 第三に、市町村のまちづくりに関する都市計画決定及び道路整備に係る権限を、都道

府県から、より地域の実情を熟知した市町村に移譲する制度を設けること 

などであります。 

 本案は、去る二月二十七日本委員会に付託され、三月十七日石原国土交通大臣から提

案理由の説明を聴取いたしました。同月十九日質疑に入り、同日参考人からの意見聴取

を行い、本日質疑を終了いたしました。質疑終了後、討論を行い、採決いたしました結

果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し、市町村の創意と工夫による自主的な都市再生を推進する等の観点

から、まちづくり交付金への国の関与を極力少なくすること、また、住民主体のまちづ

くりを支援する専門家やまちづくりＮＰＯなどの育成に努めることなど、七項目の附帯

決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年三月二三日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを

期すべきである。 

一 国土利用計画法に基づく土地利用基本計画作成費等交付金の廃止に当たっては、都

道府県等による国土利用計画法に係る事務の施行に支障が生じることのないよう、適

切な財源措置を講じること。 

二 都市再生特別措置法に基づく都市再生整備計画については、まちづくりに関する多

様な住民のニーズに対応したわかりやすい指標により目標等が示されるよう配慮する

こと。 

三 まちづくり交付金については、国の関与を極力少なくするとともに、市町村の創意

と工夫による都市再生の推進が可能となるよう、その運用に万全を期すこと。また、

まちづくり交付金の採択に関する透明性を確保するとともに、まちづくり交付金を充

てた事業等に係る評価を適切に行うための仕組みを構築し、評価結果を公表すること。 

四 市町村による自主的な都市再生を推進するため、都市計画の決定等に係る権限及び

道路整備に係る権限で市町村が希望するものについては、可能な限り移譲されるよう



特段の配慮をすること。 

五 全国の都市再生を推進するため、住民主体のまちづくりを支援する専門家、まちづ

くりＮＰＯ等の育成や外部からの人材活用に努めること。また、地方の中小都市にお

ける都市再生に資するため、独立行政法人都市再生機構は、市町村による都市再生整

備計画の作成に積極的に協力するとともに、まちづくりに関するノウハウの提供等に

努めること。 

六 国民生活の質の向上と地域経済社会の活性化を図るため、全国の都市再生の取組に

対する支援を積極的に行うこと。その際、地域の実情にあわせ、都市基盤の整備、中

心市街地における居住の推進や商業の振興、歴史的な街並みの保存、医療・福祉施設

の整備、地域産業の振興等が総合的に推進できるよう特段の配慮をすること。 

七 社会資本整備やまちづくりについては、地方の自主性を高める観点から、国庫補助

金の交付金化、統合補助金化等を引き続き推進するとともに、市町村への更なる権限

移譲を検討すること。 

三、参議院国土交通委員長報告（平成一六年三月三一日） 

○輿石東君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、国の補助金等の整理及び合理化等に伴う国土利用計画法及び都市再生特別措置

法の一部を改正する法律案は、いわゆる三位一体改革の一環として、土地利用基本計画

作成費等交付金制度の廃止及び市町村が作成する都市再生整備計画に基づく事業等に充

てる交付金制度の創設等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、地方中小都市の再生方策、まちづくり交付金の活用の見通し

等について質疑が行われましたが、詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表し大沢委員より、本法律

案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

……………（略）…………… 

 なお、三法律案に対してそれぞれ附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年三月三○日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すべきである。 

一、国土利用計画法に基づく土地利用基本計画作成費等交付金の廃止に当たっては、都

道府県等による国土利用計画法に係る職務遂行に支障が生じることのないよう、過不

足のない財源の措置を講じること。 

二、都市再生特別措置法に基づく都市再生整備計画については、まちづくりに関する多



様な住民のニーズ及び課題の明確化も含め、わかりやすい目標等が示されるよう配慮

すること。 

三、まちづくり交付金については、市町村の自主的な都市再生が実現するよう、その運

用に万全を期すこと。 

  また、まちづくり交付金の採択に関する透明性を確保するとともに、まちづくり交

付金を充てた事業等に係る評価について信頼性を有する仕組みを構築し、評価結果を

公表するほか、その事業責任の明確化を図ること。 

四、市町村の主体性に富んだ都市再生を推進するため、都市計画の決定等に係る権限及

び道路整備に係る権限で市町村が希望するものについては、可能な限り移譲されるよ

う特段の配慮をすること。 

五、全国の都市再生の具体化につながるよう、住民主体のまちづくりを支援する専門家、

まちづくりＮＰＯ等の育成や外部からの人材活用に努めること。 

  また、地方の中小都市における都市再生のため、独立行政法人都市再生機構は、市

町村による都市再生整備計画の作成に積極的に協力するとともに、まちづくりに関す

る創造的な業務能力の向上とその提供等に努めること。 

六、国民生活の質の向上と地域経済社会の的確かつ迅速な自立を図るため、全国の都市

再生事業に対する継続性を有する支援を行うこと。 

  その際、地域の実情にあわせ、各種施策を総合的に推進できるよう特段の配慮をす

ること。 

七、まちづくりという事業特性にかんがみ、地方の活力を高める観点から、国庫補助金

の交付金化、統合補助金化等を引き続き推進するとともに、市町村への更なる権限移

譲を検討すること。 

  右決議する。 


